
注目集める 
グリーンＩＴ 

ＩＴが生み出す環境負荷を削減  出典：環境省「2006年度温室効果ガス排出量速報値」 
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一
般
オ
フ
ィ
ス
で
急
増
す
る
CO2
排
出
量
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T
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器
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費
 

2
0
5
0
年
に
は
約
　
倍
に
 

発
熱
と
電
力
消
費
に
悩
む
 

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
 

　
近
年
、「
グ
リ
ー
ン
I
T
」
が
に
わ
か
に
注
目
さ
れ
始
め

た
。ア
メ
リ
カ
の
調
査
会
社
ガ
ー
ト
ナ
ー
は
、2
0
0
8
年
企

業
経
営
に
影
響
を
与
え
る
戦
略
的
技
術
の
第
一
位
に
「
グ

リ
ー
ン
I
T
」
を
挙
げ
て
い
る
。グ
リ
ー
ン
I
T
と
は
一
般
に
、

地
球
環
境
に
配
慮
し
た
Ｉ
Ｔ
基
盤
や
製
品
の
こ
と
を
い
う
。

ま
た
、広
い
意
味
で
は
Ｉ
Ｔ
を
利
用
し
た
環
境
負
荷
の
低
減

も
含
ま
れ
る
。
 

  　
グ
リ
ー
ン
I
T
が
注
目
さ
れ
る
背
景
の
一
つ
に
は
「
地
球

温
暖
化
」
が
あ
る
。い
う
ま
で
も
な
く
、温
暖
化
対
策
は
世

界
全
体
で
取
り
組
む
べ
き
最
重
要
課
題
で
あ
る
。CO2
な
ど
の

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
先
進
国
各
国
が
数
値
目
標
を

掲
げ
て
削
減
し
よ
う
と
い
う
「
京
都
議
定
書
」
で
は
、日
本

は
2
0
1
2
年
ま
で
に
1
9
9
0
年
比
で
6
%
削
減
す
る
こ

と
が
目
標
と
な
っ
て
い
る
。
 

　
し
か
し
、現
状
で
は
削
減
目
標
に
は
程
遠
く
、2
0
0
5

年
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
は
、1
9
9
0
年
比
で
7.
7
％

増
加
し
て
い
る
（
表
１
）。
ま
た
、CO2
排
出
量
は
全
体
で

12.
9
％
増
加
し
、部
門
別
で
見
る
と
、特
に
I
T
機
器
の

利
用
が
多
い
一
般
オ
フ
ィ
ス
分
野
で
の
伸
び
率
が
45.
4
％

に
も
な
る（
表
２
）。
 

   　
経
済
産
業
省
の
調
査
に
よ
る
と
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
内
の

情
報
流
通
量
は
、2
0
2
5
年
ま
で
に
約
2
0
0
倍
に
な
る

と
見
込
ま
れ
、I
T
や
情
報
社
会
の
発
展
に
伴
っ
て
情
報

量
が
急
速
に
増
え
る「
情
報
爆
発
」が
起
き
る
と
予
想
さ

れ
て
い
る（
図
１
）。
 

　
増
大
し
た
情
報
を
適
切
に
処
理
す

る
た
め
に
は
I
T
機
器
が
ま
す
ま
す

様
々
な
場
面
で
活
用
さ
れ
る
。そ
の
結

果
、I
T
機
器
に
よ
る
電
力
消
費
量

は
急
増
し
、2
0
2
5
年
に
は
現
在
の

約
5
倍
に
、2
0
5
0
年
に
は
約
12
倍

に
も
な
る
と
試
算
さ
れ
て
い
る
。 

　
I
T
社
会
の
発
展
が
消
費
電
力
の

増
加
に
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
、I
T
機

器
の
消
費
電
力
削
減
が
欠
か
せ
な
い

も
の
に
な
っ
て
き
た
。
 

   　
と
く
に
電
力
消
費
が
急
増
し
て
い

る
の
が
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
で
あ
る
。
　

　
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
の
電
力
消
費
量

は
2
0
0
0
年
か
ら
2
0
0
5
年
の

間
に
2
倍
に
な
り
、今
後
さ
ら
に
増

加
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
は
お
客
さ
ま
の

サ
ー
バ
を
預
か
っ
た
り
、自
前
の
サ
ー
バ
を
お
客
さ
ま
に
貸
し

出
し
た
り
し
て
、回
線
接
続
や
保
守
・
運
用
サ
ー
ビ
ス
な
ど

を
提
供
す
る
施
設
の
こ
と
で
、内
部
に
は
多
数
の
サ
ー
バ
が

並
ん
で
い
る
。デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
の
需
要
は
ま
す
ま
す
増
え
、

Ｉ
Ｔ
社
会
に
な
く
て
は
な
ら
な
い
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
 

　
近
年
増
加
し
て
い
る
ブ
レ
ー
ド
サ
ー
バ
な
ど
の
高
機
能
の

省
ス
ペ
ー
ス
型
サ
ー
バ
で
は
、よ
り
効
率
的
に
多
く
の
サ
ー
バ

を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
が
、そ
れ
だ
け
に
大
量
の
熱

を
発
す
る
こ
と
に
も
な
り
、十
分
な
冷
却
と
空
調
が
必
要

に
な
っ
て
く
る
。
 

地球環境に配慮したＩＴ基盤や製品のことを

「グリーンIT」という。また、環境への負荷を

減らすためのＩＴ利用も「グリーンIT」だ。 

「グリーンIT」が注目される背景と現状とは。 

表2  エネルギー起源CO2の部門別排出量 
 

出典：環境省「2006年度温室効果ガス排出量速報値」 

 

（単位：百万トン） （単位：百万トン） 

二酸化炭素（CO2） 

　エネルギー起源二酸化炭素 

　非エネルギー起源二酸化炭素 

メタン（CH4） 

一酸化二窒素（N2O） 

代替フロンなど 

合計 

 

1,144 

1,059 

85.1 

33.4 

32.6 

51.2 

1,261 

 

1,292 (+12.9%) 

1,201 (+13.4%) 

90.7 (  +6.6%) 

24.0 (-28.1%) 

25.5 (-22.0%) 

18.0 (-64.9%) 

1,359 ( + 7.7%) 

 

表1  温室効果ガスの総排出量 

1990年 2005年度（基準年比） 
産業部門（工場など） 

運輸部門（自動車、船舶など） 

業務その他部門（商業・サービス・事務所など） 

家庭部門 

エネルギー転換部門（発電所など） 

合計 

 

482 

217 

164 

127 

67.9 

1,059 

 

452  (  -6.1%) 

257 (+18.1%) 

239 (+45.4%) 

174 (+36.4%) 

79.0 (+16.5%) 

1,201 (+13.4%) 

 

1990年 2005年度（基準年比） 

インターネット内の情報流通量の推計（2006-2025） IT機器による 
消費電力量の推計 
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 出典：経済産業省「グリーンＩＴイニシアティブ」 図1
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　本格的なIT化に伴い、社会で扱う情報量は2025年には約200倍

になると見込まれております。この情報爆発に対応し、IT機器の台

数と機器毎の情報処理量は大幅に増加するため、IT機器自身の省

エネは重要な課題となります。また一方で、IT・エレクトロニクス技術

は、産業部門、家庭部門、輸送部門等のエネルギー需要効率化に

寄与する、省エネ貢献型技術と位置付けられています。 

　このような状況において、IT・エレクトロニクス技術による経済・社

会活動の変革と、これを通した地球温暖化対策を、より具体化する

ことを目的として産官学のパートナーシップによる「グリーンIT推進

協議会」が、去る2月1日に電機・情報通信機器メーカーや各種業界

団体など133社の参加で発足いたしました。 

　設立総会当日は、甘利経済産業大臣をはじめ、経済産業省の幹

部の方々、本分野に見識のある大学関係者の方々等多くの御来賓

を賜り、業界の取り組みに対してご賛同をいただきました。 

　本協議会においては、環境負荷低減の啓発活動、国際的連携

による海外との協力関係構築、開発すべき革新技術の提案、IT・

エレクトロニクス技術による省エネ効果等の調査・分析を主たる活

動といたします。 

　特に本年度は、５月に国際シンポジウムを開催し、米国のクライ

メートセイバーズ、グリーングリッド等海外のコンソーシアムや企業と

の連携強化を図るとともに、７月の洞爺湖サミットにおいてＩＴ・エレク

トロニクス関連の環境負荷低減に貢献する先端技術を内外のプレス

に広くアピールするため、環境最先端技術を展示する「環境ショー

ケース」への参加を協議会として予定しております。 

 

 

出典：経済産業省「グリーンＩＴイニシアティブ」 

 

今　　　　注目の動き 特集 

※グリーンＩＴ推進協議会は事務局をJEITAが担当し、会長にはJEITAの町田勝彦会長

（シャープ 代表取締役会長）が就任した。また、日本電機工業会、日本電気計測器工業会、

情報通信ネットワーク産業協会、ビジネス機械・情報システム産業協会、情報サービス産業協会、

日本情報システム・ユーザー協会の各業界団体会長が副会長に就任した。 

 

　
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
は
サ
ー
バ
の
集
約
化
と
台
数
の
増
加
に

伴
う
発
熱
と
消
費
電
力
の
増
大
と
い
う
問
題
に
直
面
し
て

い
る
と
い
え
る
が
、各
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
で
は
省
電
力
型
の
Ｉ

Ｔ
機
器
へ
の
置
き
換
え
や
、空
調
な
ど
を
工
夫
す
る
こ
と
に

よ
る
効
率
的
な
サ
ー
バ
の
冷
却
、さ
ら
に
サ
ー
バ
台
数
自
体

を
削
減
す
る
た
め
の
仮
想
化
技
術
の
採
用
な
ど
、消
費
電

力
を
削
減
す
る
た
め
の
様
々
な
取
り
組
み
が
な
さ
れ
る
よ

う
に
な
っ
て
き
た
。
 

　
イ
ン
テ
ッ
ク
の
主
要
な
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
で
あ
る
横
浜
ビ
ル

に
お
い
て
も
、「
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
」の
削
減
目
標
を
掲

げ
、省
エ
ネ
ル
ギ
ー
型
の
空
調
シ
ス
テ
ム
へ
の
刷
新
や
、効
率
よ

く
冷
却
す
る
た
め
の
セ
ン
タ
ー
室
内
の
各
種
改
善
対
策
を

実
施
し
て
い
る
。
 

  　
Ｉ
Ｔ
業
界
と
し
て
の
取
り
組
み
も
始
ま
っ
て
い
る
。
米
国
で

は
、2
0
0
7
年
2
月
に
A
M
D
、H
P
、I
B
M
、S
u
n
の

主
導
で
、デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
の
電
力
コ
ス
ト
削
減
を
目
指
す
業

界
団
体
「
グ
リ
ー
ン
グ
リ
ッ
ド
」
が
結
成
さ
れ
た
。
6
月
に
は
、

米
イ
ン
テ
ル
とG

oog
le

が
発
起
人
と
な
り
、環
境
問
題
に

取
り
組
む
団
体
「
ク
ラ
イ
メ
ー
ト　
セ
イ
バ
ー
ズ　
コ
ン
ピ
ュ
ー

テ
ィ
ン
グ
・
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
を
設
立
し
た
。ク
ラ
イ
メ
ー
ト

セ
イ
バ
ー
ズ
で
は
2
0
1
0
年
ま
で
に
、コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
電
力

消
費
量
を
50
％
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
 

　
日
本
で
は
、昨
年
12
月
に
業
界
5
団
体
の
協
力
の
も
と
、

経
済
産
業
省
が
「
グ
リ
ー
ン
I
T
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
を
立
ち

上
げ
た
。こ
の
会
の
目
的
は
、グ
リ
ー
ン
I
T
に
よ
っ
て
環
境
保

護
と
経
済
成
長
が
両
立
す
る
社
会
を
つ
く
る
こ
と
、そ
の
た

め
に
「
I
T
に
よ
る
省
エ
ネ
」
と
、「
I
T
の
省
エ
ネ
」
を
推
進

し
て
い
る
。
２
月
に
は
産
官
学
の
連
携
を
強
化
す
る
た
め

「
グ
リ
ー
ン
I
T
推
進
協
議
会
」
も
発
足
し
た
。（
図
２
） 

　
ま
た
、テ
レ
コ
ム
サ
ー
ビ
ス
協
会（
中
尾
哲
雄
会
長
）な
ど

の
業
界
団
体
で
も
、業
界
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
増
加

に
対
応
し
て
2
0
1
2
年
ま
で
の
具
体
的
な
削
減
目
標
設
定

の
動
き
が
始
ま
っ
て
お
り
、イ
ン
テ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ
も
積
極
的
に

取
り
組
ん
で
い
く
。
 

  　
先
ほ
ど
述
べ
た
「
I
T
の
省
エ
ネ
」
は
Ｉ
Ｔ
機
器
や
基
盤
の

省
電
力
化
で
あ
り
、現
状
の「
グ
リ
ー
ン
I
T
」の
取
り
組
み

の
中
心
で
あ
る
。一
方
、「
I
T
に
よ
る
省
エ
ネ
」
は
、I
T
を

利
用
す
る
こ
と
で
産
業
構
造
を
変
革
し
、資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
効
率
よ
く
活
用
す
る
仕
組
み
を
作
る（
環
境
効
率
を
高

め
る
）ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る
。
S
C
M
や
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
、

E
D
I
、テ
レ
ワ
ー
ク
、遠
隔
診
断
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
活
用
に

よ
り
、人
や
物
の
移
動
を
効
率
化
し
、ひ
い
て
は
CO2
の
排
出
量

を
削
減
し
よ
う
と
い
う
も
の
だ
。
 

  　
今
後
、I
T
機
器
や
シ
ス
テ
ム
を
導
入
を
す
る
際
、企
業

に
は
業
務
の
効
率
化
や
コ
ス
ト
を
考
え
る
の
と
同
様
に
環
境

へ
の
影
響
を
考
慮
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
だ

ろ
う
。シ
ス
テ
ム
導
入
に
よ
っ
て
経
営
課
題
と
環
境
面
の
問

題
を
一
緒
に
解
決
し
よ
う
と
い
う
考
え
方
も
必
要
に
な
る
。

実
際
、電
力
消
費
量
を
最
適
化
す
る
た
め
の
取
り
組
み
は
、

消
費
電
力
の
削
減
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
だ
け
で
は
な
く
、ハ
ー

ド
ウ
ェ
ア
の
効
率
的
な
利
用
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
、さ
ら
に
は

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
の
向
上
な
ど
に
も
つ
な
が
る
。
 

　
環
境
負
荷
を
減
ら
す
取
り
組
み
は
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ（
企
業

の
社
会
的
責
任
）の
一
環
と
し
て
も
重
要
で
あ
る
。
環
境
へ
の

対
応
を
「
コ
ス
ト
増
」
と
捉
え
る
時
代
は
も
う
終
わ
り
、こ
れ

か
ら
は
企
業
の
競
争
力
の
一
つ
と
し
て
よ
り
重
視
さ
れ
る
よ

う
に
な
る
だ
ろ
う
。
 

　
現
在
、ハ
ー
ド
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
省
エ
ネ
型
の
Ｉ
Ｔ
機
器
の

開
発
が
急
速
に
進
ん
で
い
る
。S
Ie
r
で
あ
る
イ
ン
テ
ッ
ク
は
、

チ
ー
ム
マ
イ
ナ
ス
６
％
に
参
加
す
る
な
ど
自
社
の
産
業
活
動

に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
を
抑
え
る
と
と
も
に
、お
客
さ

ま
に
環
境
の
面
で
も
最
適
な
Ｉ
Ｔ
機
器
を
提
案
し
、仮
想

化
な
ど
の
最
新
技
術
を
用
い
た
シ
ス
テ
ム
構
築
、ま
た
長
年

の
実
績
の
あ
る
効
率
的
な
シ
ス
テ
ム
運
用
な
ど
を
提
供
す

る
こ
と
で
、お
客
さ
ま
企
業
の
環
境
へ
の
取
り
組
み
に
貢
献

し
て
い
く
。
 

  

グリーンIT推進協議会　事務局    

長谷川　英一氏  
 

 

（はせがわ・ひでかず） 

社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）常務理事 

Ｉ
Ｔ
業
界
で
始
ま
る
取
り
組
み
 

Ｉ
Ｔ
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
効
率
よ
く
 

環
境
対
策
は
企
業
の
競
争
力
に
 

※
1

※
2

※1  グリーングリッド（The Green Grid） 
　　：2007年2月設立。参加企業数は2007年12月時点で約120社。 
　　 データセンターにおける省電力化に向けた調査、研究などを行う。 
 
 

※2  クライメートセイバーズ（Climate Savers Computing Initiative） 
　　：2007年6月設立。参加企業数は2007年12月時点で約100社を超える。 
　　 2010年までに、コンピュータの電力消費量を50％削減することを目指す。 
 

ＩＴによる省エネ（例） 

●人やモノの移動の効率化 
　● 電子商取引 

　● テレワークやテレビ会議 

　● 物流の効率化 

　● ＩＴＳやカーナビによる交

　　通の円滑化 

　● 遠隔診断　 

　● ペーパーレス　など 

 

●産業活動の効率化 
　● ＳＣＭなど工場の生産効

　　率向上 

　● 工場やオフィスビルの

　　エネルギー管理　など 

 

●エネルギー利用の効率化 
　●テレビ、エアコン、冷蔵庫

　　など家電製品 

　●自動車 

　●各種産業機器　など 

ＩＴの省エネ（例） 

● ＩＴ機器の省電力化 
　● ネットワーク機器（ルータ） 

　● サーバ、データセンター 

　● ＰＣ、ディスプレイ 

　● 家電製品 

　● 半導体 

■革新技術によるブレークスルー 
　　・「グリーンITプロジェクト」の推進 
　　・半導体、ディスプレイ等の最先端省エネ技術開発 

■環境・IT経営の啓蒙・普及 
■ ITによる社会全体への環境貢献度の可視化 
 

■「グリーンIT国際シンポジウム」開催 
■海外との連携 
　（世界半導体会議〈WSC〉、 
　　業界団体〈Green Grid、Climate Savers等〉との連携） 
 

■産学官の連携強化の場の創設 
　「グリーンIT推進協議会」 
　（IT・エレクトロニクス関連業界〈メーカー、ユーザー、業界団体〉、 
　研究機関、大学、政府を含むパートナーシップ強化の場） 

図2  グリーンITイニシアティブの3つの柱 
 


